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福島県会津若松市

令和３年度補正予算

デジタル田園都市国家構想推進交付金

デジタル実装タイプ TYPE3

「複数分野データ連携の促進による共助型スマート

シティ推進事業」に関する報告
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令和５年５月17日



プレゼンテーション資料
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１.事業概要
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実施主体
会津若松市、一般社団法人スーパーシティAiCTコンソーシアム、公立大
学法人会津大学 他

事業費 830,200千円

概要

本市の人口減少の大きな要因となっている若年層の転出超過を抑制し、地元で「暮らし続けることのできるまち」「暮らし続けたいまち」を
実現する為、地域産業基盤強化のための地域産業DXとWell-Beingを向上する市民生活DXの取組として、ICTオフィス「スマートシ
ティAiCT」を中心とするICT産業の集積など約10年にわたるスマートシティの取組の成果を活かしながら、「食・農業」「観光」「決済」「ヘ
ルスケア」「防災」「行政」等の各分野にわたるデータ連携と付加価値の創出に繋がるデジタルサービスを実装する。

事業概要：「複数分野データ連携の促進による共助型スマートシティ推進事業」（公表用）
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３年間を目途に、12分野においてデジタルサービスの実装を進め、これらのサービスを連携基盤を通じて有機的かつシームレスに
繋げることにより、市民生活における多様な場面での利便性向上や分野連携による付加価値創出を図っていく

防災

・生産者(農家）と実需者(旅館、
飲食店)をマッチング
・デジタル通貨による事業者間決済
→地域営農者の所得の向上、地産
地消の促進

【食・農業】 需給ﾏｯﾁﾝｸﾞｻｰﾋﾞｽ

・地域観光事業者やコンテンツの予約・支払
い等の有機的な連携
・視察や出張などの目的に合わせたコンテンツ
のパッケージ化
→関係人口増加と地域内経済循環の促進

【観光】 産業観光を起点とした観光DX

・手数料低減や即時現金化を可能とするキャッシュレス決済の構築
・購買行動の見える化と他分野連携による付加価値創出
→支払い利便性の向上、キャッシュレス化促進、データ利活用型サービスの構築

【決済】 地域課題解決型デジタル地域通貨

・電子カルテ連携によるシ
ームレスな診療環境の構
築
・センシングやオンライン診
療・健康相談による予防
的医療の推進
→地域・医療資源の有
効活用、オンライン医
療サービスの充実

【ヘルスケア】
PHR/EHR情報統合、遠隔医療

・位置情報を活用
した安否確認・避
難誘導
・介護分野との連
携による要支援
者対応の高度化
→パーソナライズさ
れた災害対応の
実現

【防災】
デジタル防災

・行政保有情報をオプトインに基
づき連携することにより、申請書
が自動で記載
・行政情報の安全な連携と本人
認証を実現
・オープンデータの推進
→行政手続きの利便性向上、
安全な行政情報の連携、
多様なサービスへの展開

【行政】
書かないデジタル行政手続き

観光

エネルギー

・市民参加促進や
体験の場提供の
ためのサポーター
制度の構築

【市民参加促進】
ｽﾏｰﾄｼﾃｨｻﾎﾟｰﾀｰ

本事業で実施する取組
(2022年度から実装を開始する取組）
関連で実施している分野 又は

2023年度以降から実装やデータ連携
基盤接続を開始する分野

ﾍﾙｽｹｱ決済

廃棄物
ものづくり

地域活性化

【基盤】 データ連携基盤/都市OSの改修・運用、プロジェクト管理・評価

データ連携基盤/都市OS AiCTコンソーシアム

食農 行政

移動

教育

会津大学

・データに基づき市民ニーズ
を分析
・産学連携で地域課題解
決を目指す

AOI会議

http://tabidoki.jrnets.co.jp/e07/spot/3911.html
http://www.villa.co.jp/gallery/img/DSC00421.JPG


２.サービス実装進捗報告書
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実装サービス総括表

本事業においては、以下のサービスを令和4年度３月末までに実装しましたので、報告を行います
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サービス名 実装ステータス

①行政保有情報連携による書かないデジタル行政手続きナビサービス
令和4年10月に一部実装済
令和５年３月に実装済

②地域課題解決型デジタル地域通貨サービス
令和4年10月に一部実装済
令和５年３月に実装済

③産業観光を起点とした観光DXサービス
令和4年10月に一部実装済
令和５年３月に実装済

④地産地消促進のための食農需給マッチングサービス
令和4年10月に一部実装済
令和５年３月に実装済

⑤位置情報を活用したデジタル防災サービス
令和4年10月に一部実装済
令和５年３月に実装済

⑥PHR/EHR情報統合による医療ヘルスケアデータ連携サービス
令和4年10月に一部実装済
令和５年３月に実装済

⑦PHR/EHR統合情報を活用した遠隔医療サービス
令和4年10月に一部実装済
令和５年３月に実装済



サービス実装報告①：「行政保有情報連携による書かないデジタル行政手続きナビサービス」
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サービス実装報告②：「地域課題解決型デジタル地域通貨サービス」
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サービス実装報告③：「産業観光を起点とした観光DXサービス」
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サービス実装報告④：「地産地消促進のための食農需給マッチングサービス」
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サービス実装報告⑤：「位置情報を活用したデジタル防災サービス」
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サービス実装報告⑥：「PHR/EHR情報統合による医療ヘルスケアデータ連携サービス」
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サービス実装報告⑦：「PHR/EHR統合情報を活用した遠隔医療サービス」
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サービス実装報告①：「行政保有情報連携による書かないデジタル行政手続きナビサービス」
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開発・実装体制 シンク

実装ステータス ①令和5年3月に実装済

サービスの提供範囲 会津若松市

サービスのターゲット 行政手続きを行おうとする会津若松市民

サービスの規模感

令和4年10月以降、4.5か月間の間に受け付けた手続き5583件のうち531件（9.5%）で

利用。（月平均88.5件）

サービスインに関するURL

https://www.city.aizuwakamatsu.fukushima.jp/docs/2017032800032/files/

20221101all.pdf

https://www.city.aizuwakamatsu.fukushima.jp/docs/2022091200037/

4月以降の運用体制 令和５年度４月以降、会津若松市により運用。

 サービスの実装状況



サービス実装報告②：「地域課題解決型デジタル地域通貨サービス」
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開発・実装体制 TIS、アクセンチュア、東芝データ、みずほ銀行、明治安田生命

実装ステータス ①令和5年3月に実装済

サービスの提供範囲 会津若松市

サービスのターゲット 会津若松市民及び訪問者

サービスの規模感 令和4年度中（一部利用開始した10月以降）に、574万円を決済

サービスインに関するURL https://service.paycierge.com/aizu-zaifu/aizu-coin/

4月以降の運用体制 令和５年度４月以降、AiCTコンソーシアムにより運用（通貨発行主体はみずほ銀行）。

 サービスの実装状況



サービス実装報告③：「産業観光を起点とした観光DXサービス」

17

開発・実装体制 ソフトバンク、アクセンチュア、デザイニウム、NSC、CCC、ADD/AAA

実装ステータス ①令和5年3月に実装済

サービスの提供範囲 会津若松市

サービスのターゲット 会津若松市民及び訪問者（主に視察者・出張者）

サービスの規模感
487の地域事業者が参画し、令和4年度中の地域への経済効果は、約2500万円（一泊二

日の視察単価38,600円/人をベースに算出）。

サービスインに関するURL

https://www.city.aizuwakamatsu.fukushima.jp/docs/2012092500014/

https://www.aict.or.jp/inspection-application

https://aizuwakamatsu.mylocal.jp/article?articleId=634faa5a56af08127f34a

a5a

4月以降の運用体制 令和５年度４月以降、AiCTコンソーシアムが運用。

 サービスの実装状況

https://www.aict.or.jp/inspection-application
https://aizuwakamatsu.mylocal.jp/article?articleId=634faa5a56af08127f34aa5a


サービス実装報告④：「地産地消促進のための食農需給マッチングサービス」
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開発・実装体制 凸版印刷、アクセンチュア

実装ステータス ①令和5年3月に実装済

サービスの提供範囲 会津若松市

サービスのターゲット 会津地域の農業生産者、飲食店等

サービスの規模感 794件の取引が成立。1472個の作物の売買が行われた。（1日当たり4.4件、8.1個）

サービスインに関するURL

https://www.toppan.co.jp/news/2022/07/newsrelease220711_1.html

https://www.toppan.co.jp/news/2022/10/newsrelease221011_1.html

https://aizu.jimonomikke.com/

4月以降の運用体制 令和５年度４月以降、AiCTコンソーシアム（会津中央青果）が運用。

 サービスの実装状況

https://www.toppan.co.jp/news/2022/07/newsrelease220711_1.html


サービス実装報告⑤：「位置情報を活用したデジタル防災サービス」
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開発・実装体制 ソフトバンク、アクセンチュア、損保ジャパン

実装ステータス ①令和5年3月に実装済

サービスの提供範囲 会津若松市

サービスのターゲット 会津若松市民及び訪問者

サービスの規模感 72人が家族での避難情報共有機能を利用。13人の要支援者が利用。

サービスインに関するURL
https://aizuwakamatsu.mylocal.jp/article?articleId=635f504456af08127f35

a088

4月以降の運用体制 令和５年度４月以降、AiCTコンソーシアムが運用。

 サービスの実装状況



サービス実装報告⑥：「PHR/EHR情報統合による医療ヘルスケアデータ連携サービス」
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開発・実装体制 TIS、アクセンチュア、富士通、Y4.com、オムロン

実装ステータス ①令和5年3月に実装済

サービスの提供範囲 会津若松市

サービスのターゲット 会津若松市民

サービスの規模感 18のデータ項目が連携基盤と接続。

サービスインに関するURL
https://aizuwakamatsu.mylocal.jp/article?articleId=634e3f5656af08127f34

8c3e

4月以降の運用体制 令和５年度４月以降、各社にてサービス展開を行う。

 サービスの実装状況



サービス実装報告⑦：「PHR/EHR統合情報を活用した遠隔医療サービス」
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開発・実装体制 ソフトバンク、アクセンチュア、テレメディーズ

実装ステータス ①令和5年3月に実装済

サービスの提供範囲 会津若松市

サービスのターゲット 血圧管理に不安のある会津若松市民

サービスの規模感 44名がサービスを利用。

サービスインに関するURL

https://www.city.aizuwakamatsu.fukushima.jp/docs/2013101500018/files/

ketsuatsu_chirashi.pdf

https://www.theport.jp/news/2022/9355

4月以降の運用体制 令和５年度４月以降、ソフトバンク及びテレメディーズが運用。

 サービスの実装状況



サービス実装報告①：「行政保有情報連携による書かないデジタル行政手続きナビサービス」
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 KPI達成状況 ※実施計画書時に記載したすべてのKPIが対象

2022年度末のKPI① 112

達成ステータス KPI達成

上記に関する理由 ー

リカバリー策 ー

＜実施計画書時点の内容（転記）＞

＜実施計画書時点の内容＞

KPI① 書かないデジタル行政手続き数 種別 アウトプット 単位 個

KPIの概要、測定方法
書かないデジタル行政手続きのサービスを運用開始した手続き数を窓口拠点毎（本庁・支所等）に
集計し、その合計値を測定する。

事業成果等の計測に
適する理由

書かないデジタル行政手続き拡充の度合いを判断できるため。
窓口拠点毎に測定することで、本庁だけでなく各窓口拠点への当事業の浸透度合いを判断することが
できる。

2022年度末 2023年度末 2024年度末

10 50 120



サービス実装報告①：「行政保有情報連携による書かないデジタル行政手続きナビサービス」
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 KPI達成状況 ※実施計画書時に記載したすべてのKPIが対象

2022年度末のKPI② ９

達成ステータス KPI達成

上記に関する理由 ー

リカバリー策 ー

＜実施計画書時点の内容（転記）＞

＜実施計画書時点の内容＞

KPI② 市保有情報の利用可能数 種別 アウトプット 単位 個

KPIの概要、測定方法

書かないデジタル行政手続きのサービスで取り扱いが開始された、市保有情報数（住民データ）を計
測する。
当事業はマイナンバカードの利活用を含んでいるため、マイナンバー制度における副本データ単位で計測
することを想定している。

事業成果等の計測に
適する理由

市保有情報の利用可能数増加により、行政手続きにおける住民入力の削減に加え、職員による確認
項目の削減も見込まれる。このため、当測定により住民及び職員双方における行政手続き効率化の度
合いを判断できる。

2022年度末 2023年度末 2024年度末

5 10 20



サービス実装報告①：「行政保有情報連携による書かないデジタル行政手続きナビサービス」
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 KPI達成状況 ※実施計画書時に記載したすべてのKPIが対象

2022年度末のKPI③ 4.19

達成ステータス KPI達成

上記に関する理由 ー

リカバリー策 ー

＜実施計画書時点の内容（転記）＞

＜実施計画書時点の内容＞

KPI③ ユーザ（住民）評価 種別 アウトカム 単位 ポイント

KPIの概要、測定方法

書かないデジタル行政手続きの申請を行った住民の５段階評価の平均値。
デジタル申請手続きの一環で回答任意のアンケートを実施し、ユーザ評価をいただく。
ユーザ評価は既存手続きと比べた利便性、操作性に加え、オプトインを前提としたデータ利活用に関す
るアンケートを検討している。

事業成果等の計測に
適する理由

デジタル申請の利用実績からは測定できないユーザ評価を測定できるとともに、ユーザ視点でのサービス
改善施策が取れる。

2022年度末 2023年度末 2024年度末

2.8 3.2 3.7



サービス実装報告①：「行政保有情報連携による書かないデジタル行政手続きナビサービス」
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 KPI達成状況 ※実施計画書時に記載したすべてのKPIが対象

2022年度末のKPI④ 9.5 (531/5583)

達成ステータス KPI達成

上記に関する理由 ー

リカバリー策 ー

＜実施計画書時点の内容（転記）＞

＜実施計画書時点の内容＞

KPI④ デジタル申請の割合 種別 アウトカム 単位 ％

KPIの概要、測定方法
デジタル化された窓口申請手続きにおけるデジタル申請の割合。

事業成果等の計測に
適する理由

デジタル申請が実際に住民に受け入れられているか（活用されているか）を確認できるため。
また、KPI①と併せて実施することで、課題の早期発見と対策を講じることができる。

2022年度末 2023年度末 2024年度末

7.0 15.0 35.0



サービス実装報告②：「地域課題解決型デジタル地域通貨サービス」
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 KPI達成状況 ※実施計画書時に記載したすべてのKPIが対象

KPI① 地域通貨適用分野数 種別 アウトプット 単位 分野

KPIの概要、測定方法
地域通貨を適用するサービス分野数。

事業成果等の計測に適する理由
小売・サービス、観光等の分野での適用程度を計測することができるため。

2022年度末 2023年度末 2024年度末

3 6 8

2022年度末のKPI① 3

達成ステータス KPI達成

上記に関する理由 ー

リカバリー策 ー

＜実施計画書時点の内容（転記）＞

＜実施計画書時点の内容＞



サービス実装報告②：「地域課題解決型デジタル地域通貨サービス」
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 KPI達成状況 ※実施計画書時に記載したすべてのKPIが対象

KPI② 年間決済金額 種別 アウトプット 単位 千円

KPIの概要、測定方法
地域通貨の年間決済額。
デジタル地域通貨基盤にて計測。

事業成果等の計測に適する理由
地域通貨における地域内循環貢献の程度を計測することができるため。

2022年度末 2023年度末 2024年度末

5,000 2,000,000 5,500,000

2022年度末のKPI② 5,740

達成ステータス KPI達成

上記に関する理由 ー

リカバリー策 ー

＜実施計画書時点の内容（転記）＞

＜実施計画書時点の内容＞



サービス実装報告②：「地域課題解決型デジタル地域通貨サービス」
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 KPI達成状況 ※実施計画書時に記載したすべてのKPIが対象

KPI③ 地域内経済活性化への寄与 種別 アウトカム 単位 千円

KPIの概要、測定方法
決済手数料を軽減した地域通貨サービスにより、一般的なキャッシュレスサービスを使用した場
合と比べて節約できる決済手数料金額の地域内年間合計額を、地域内経済活性化への寄
与分とし、デジタル地域通貨決済額から算出する。

事業成果等の計測に適する理由
一般的なキャッシュレスサービスでは地域から流出していた手数料を本サービスで軽減することで、
地域内に還流される地域経済活性化の程度を計測することができるため。

2022年度末 2023年度末 2024年度末

100 40,000 110,000

2022年度末のKPI③ 172

達成ステータス KPI達成

上記に関する理由 ー

リカバリー策 ー

＜実施計画書時点の内容（転記）＞

＜実施計画書時点の内容＞



サービス実装報告③：「産業観光を起点とした観光DXサービス」
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 KPI達成状況 ※実施計画書時に記載したすべてのKPIが対象

KPI① 観光PF(会津若松プラス)ID数 種別 アウトプット 単位 ユーザー数/年

KPIの概要、測定方法
観光PF利用に伴い会津若松プラスIDに登録したユーザー数。ID数をシステムで計測する。

事業成果等の計測に適する理由
関係人口の増大、市民利用(飲食店他)など、本事業の浸透度合いを推し量るのに適切。

2022年度末 2023年度末 2024年度末

5,000 15,000 20,000

2022年度末のKPI① 128

達成ステータス KPI未達成

上記に関する理由
当初、観光PF経由利用に会津若松プラス登録を必須とする運用を考えていたが、その後の検

討の結果、必須としない動線としたため。

リカバリー策

観光PFリリース後の会津若松プラス登録者数は「1,546」名であり、数字には表

れていないが一定の効果が表れていると考えている。この効果を数字上で表す手段について検
討していく。

＜実施計画書時点の内容（転記）＞

＜実施計画書時点の内容＞



サービス実装報告③：「産業観光を起点とした観光DXサービス」
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 KPI達成状況 ※実施計画書時に記載したすべてのKPIが対象

KPI②
連携地域事業者数（飲食、宿泊、
物産、交通）

種別 アウトプット 単位 事業者数/年

KPIの概要、測定方法
本事業と連携し観光PFへ参画する地域事業者数。

事業成果等の計測に適する理由
地域事業者のDX取組度合、地域事業者のスマートシティ事業への参画度合の計測に適切。

2022年度末 2023年度末 2024年度末

50 200 300

2022年度末のKPI② 487

達成ステータス KPI達成

上記に関する理由 ー

リカバリー策 ー

＜実施計画書時点の内容（転記）＞

＜実施計画書時点の内容＞



サービス実装報告③：「産業観光を起点とした観光DXサービス」
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 KPI達成状況 ※実施計画書時に記載したすべてのKPIが対象

KPI③
視察・出張受入れによる地域への経
済効果

種別 アウトカム 単位 千円

KPIの概要、測定方法
視察・出張受入れにより地域にもたらされる経済効果。一人当たりの視察単価：一泊二日＝
¥38,600（飲食・宿泊・物産・交通等に係る平均的な費用を積算した値）をベースに受入
れ人数と掛け合わせて算出する。

事業成果等の計測に適する理由
視察・出張を通した市外からの人の受入れによって、地域の飲食・宿泊・物産・交通事業者等
がどの程度潤ったかを計測することができるため。

2022年度末 2023年度末 2024年度末

19,300 28,950 43,425

2022年度末のKPI③ 24,858

達成ステータス KPI達成

上記に関する理由 ー

リカバリー策 ー

＜実施計画書時点の内容（転記）＞

＜実施計画書時点の内容＞



サービス実装報告③：「産業観光を起点とした観光DXサービス」
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 KPI達成状況 ※実施計画書時に記載したすべてのKPIが対象

KPI④
飲食店営業状況見える化サービス加
盟飲食店数

種別 アウトプット 単位 店舗数/年

KPIの概要、測定方法
本事業と連携し、飲食店営業状況見える化サービスに加盟する飲食店数。

事業成果等の計測に適する理由
加盟飲食店数の増加度合いがサービスの質やユーザーの利便性を大きく左右するため。

2022年度末 2023年度末 2024年度末

50 100 300

2022年度末のKPI④ 43

達成ステータス KPI未達成

上記に関する理由 店舗開拓の営業開始時期が遅くなり、目標加盟店数に届かなかった。

リカバリー策 店舗開拓の取組をさらに強化していく。

＜実施計画書時点の内容（転記）＞

＜実施計画書時点の内容＞



サービス実装報告④：「地産地消促進のための食農需給マッチングサービス」
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 KPI達成状況 ※実施計画書時に記載したすべてのKPIが対象

KPI①
需給マッチングプラットフォームに
おける成約件数

種別 アウトプット 単位 件

KPIの概要、測定方法
需給マッチングプラットフォーム内において生産者・実需者間で取引が成立した件数。
事務局（PF運営者）専用の需給マッチングプラットフォームアプリ画面にて確認する。

事業成果等の計測に適する理由
需給マッチングプラットフォーム内における生産者・実需者間取引の成約件数が多ければ多いほ
ど、本事業の普及が進んでおり、また、地産地消の促進に貢献しているものと考えられるため。

2022年度末 2023年度末 2024年度末

7,200 48,000 96,000

2022年度末のKPI① 794

達成ステータス KPI未達成（なお、取引個数については「1,472」個であった）

上記に関する理由

①生産者の単価が想定より10～15%程高値であり、八百屋等との競争優位性に欠けた。

②実装が10月となり、会津で農作物の収穫量が少ない秋～冬期間の運用に留まったため。

③事前発注の体制構築が難しく、実需者の定期的な発注に結びつかなかったため。

リカバリー策

①市場の相場価格をアプリ内で可視化することで、競争力のある価格設定を生産者に促す。

②新規登録やアプリ利用に応じてキャッシュバックするキャンペーンの実施やアプリユーザー間の交

流会等のオフラインイベントの開催によって、アプリの流通量・品目数の増加を目指す。

③アプリ入力代行で操作支援するとともに、食の陣などの地場イベントとジモノミッケ！の連動等、

地場野菜の効果的な活用例を紹介することで利用を促していく。

＜実施計画書時点の内容（転記）＞

＜実施計画書時点の内容＞



サービス実装報告④：「地産地消促進のための食農需給マッチングサービス」
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 KPI達成状況 ※実施計画書時に記載したすべてのKPIが対象

KPI②
需給マッチングPF参加ユー
ザー数 種別 アウトプット 単位 人/社

KPIの概要、測定方法
需給マッチングプラットフォームへの参加生産者・実需者の数。本サービスは自由に参加はでき
ず、営業活動や公設市場・JAからの紹介により審査を経てユーザーを増やしていく想定である。
事務局（PF運営者）専用の需給マッチングプラットフォームアプリ画面にて確認する。

事業成果等の計測に適する理由
需給マッチングプラットフォーム参加ユーザーが増えれば増えるほど、会津若松市内全体の供給
可能量と需要量の把握精度が上がり、生産者への営農指導や実需者へのレコメンド等の付加
価値サービスに広げることができるため。

2022年度末 2023年度末 2024年度末

生産者30/実需者30 生産者100/実需者100 生産者150/実需者200

2022年度末のKPI② 生産者37/実需者31

達成ステータス KPI達成

上記に関する理由 ー

リカバリー策 ー

＜実施計画書時点の内容＞

＜実施計画書時点の内容（転記）＞



サービス実装報告④：「地産地消促進のための食農需給マッチングサービス」
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 KPI達成状況 ※実施計画書時に記載したすべてのKPIが対象

KPI③ 生産者の平均所得向上率 種別 アウトプット 単位 ％

KPIの概要、測定方法
需給マッチングプラットフォーム事業に参加している生産者、特に認定農業者の平均所得向上
率。測定年の収益/需給マッチングプラットフォーム参加前の収益を計算し、測定する。

事業成果等の計測に適する理由
平均所得向上率の測定により、需給マッチングプラットフォームが生産者にもたらす効果を定量
的に把握でき、生産者の意欲向上や若手後継者の参入促進に間接的につながると考えられ
る。

2022年度末 2023年度末 2024年度末

1.0 4.0 7.0

2022年度末のKPI③ ー

達成ステータス KPI未測定

上記に関する理由

①アプリユーザーのサンプル数が少なく、また半期だけの実施のため通年計測できなかった。

②単純な収益比率では品目/年度ごとの時価変動の影響が含まれてしまい、需給マッチングプ

ラットフォームの効果と一概に判断できなかったため。

③販売単価の上昇・安定化だけではなく、規格外品の販路獲得や労働コスト削減による影響

も測定する必要があることが事業を進める中で明らかになったが、準備が間に合わなかった。

リカバリー策

生産者が多い品目に限定し、市場価格から時価変動を考慮した上で測定をおこなう。また、

規格外品のマッチングも別途管理をおこなうことや、本サービス利用により生産者が時短できた

所要時間をアンケート等で確認し時給換算することで、所得への影響度を確認する。

＜実施計画書時点の内容＞

＜実施計画書時点の内容（転記）＞



サービス実装報告⑤：「位置情報を活用したデジタル防災サービス」
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 KPI達成状況 ※実施計画書時に記載したすべてのKPIが対象

KPI①
家族での避難情報共有機能の
利用者数

種別 アウトプット 単位 人

KPIの概要、測定方法
マイハザードサービス利用者の内、家族への避難情報共有機能を利用している利用者数。
マイハザードバックエンドシステムと連携、確認し測定する。

事業成果等の計測に適する理由
防災サービスとデータ連携基盤を連携することで、家族の避難情報を１つの防災サービス内で
一括確認することが可能となるため、データ連携基盤を活用した防災サービスの利用指標として、
家族での避難情報共有機能の利用者数を取得することは、本事業の成果測定に適している。

2022年度末 2023年度末 2024年度末

30 300 3000

2022年度末のKPI① 72

達成ステータス KPI達成

上記に関する理由 ー

リカバリー策 ー

＜実施計画書時点の内容（転記）＞

＜実施計画書時点の内容＞



サービス実装報告⑤：「位置情報を活用したデジタル防災サービス」
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 KPI達成状況 ※実施計画書時に記載したすべてのKPIが対象

KPI② 要支援者の利用者数 種別 アウトプット 単位 人

KPIの概要、測定方法
マイハザードサービス利用者の内、要支援者として登録されている利用者数。
データ連携基盤 バックエンドシステムと連携、確認し測定する。

事業成果等の計測に適する理由
要支援者の利用者数が多ければ多いほど、発災時における地域内の要支援者の避難状況を、
自治体や支援者が早急に把握でき、要支援者支援への寄与へ繋げることができると考えられる
ため。

2022年度末 2023年度末 2024年度末

10 100 1000

2022年度末のKPI② 13

達成ステータス KPI達成

上記に関する理由 ー

リカバリー策 ー

＜実施計画書時点の内容（転記）＞

＜実施計画書時点の内容＞



サービス実装報告⑤：「位置情報を活用したデジタル防災サービス」
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 KPI達成状況 ※実施計画書時に記載したすべてのKPIが対象

KPI③ マイハザードサービスの満足度 種別 アウトカム 単位 ポイント

KPIの概要、測定方法
マイハザードサービスを利用した人の5段階評価満足度の平均値。
マイハザードサービスを利用した避難訓練実施時、利用者へアンケートを配布し、その回答を集
計することで測定する。

事業成果等の計測に適する理由
避難訓練においてマイハザードサービスを利用頂き、満足した人数が多ければ多いほど、実際の
災害時における活用率向上と、避難の寄与が高いと考えられるため。

2022年度末 2023年度末 2024年度末

3.0 3.5 4.0

2022年度末のKPI③ 4.14

達成ステータス KPI達成

上記に関する理由 ー

リカバリー策 ー

＜実施計画書時点の内容（転記）＞

＜実施計画書時点の内容＞



サービス実装報告⑥：「PHR/EHR情報統合による医療ヘルスケアデータ連携サービス」
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 KPI達成状況 ※実施計画書時に記載したすべてのKPIが対象

KPI①
データ連携基盤への接続データ
項目数

種別 アウトプット 単位 項目数

KPIの概要、測定方法
ヘルスケア領域における都市OS（データ連携基盤）接続データ項目数を測定する。

事業成果等の計測に適する理由
ヘルスケア領域における都市OSに接続するデータ項目数の増加は、データ取得医療データ連
携等で掲載できる情報の充実に加え、データ連携基盤の利用価値が高まっていることに繋がる。

2022年度末 2023年度末 2024年度末

25 50 100

2022年度末のKPI① 18

達成ステータス KPI未達成

上記に関する理由

開発は完了しているが、キビタン協議会担当部会・理事会での協議が未了のた
め、実際に接続した項目数が少なくなっている。なお開発完了項目数は「28」
個。

リカバリー策 キビタン協議会での協議、承認手続きを早急に進めていく。

＜実施計画書時点の内容（転記）＞

＜実施計画書時点の内容＞



サービス実装報告⑥：「PHR/EHR情報統合による医療ヘルスケアデータ連携サービス」
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 KPI達成状況 ※実施計画書時に記載したすべてのKPIが対象

KPI②
他施設情報を活用した相談/診
療の件数

種別 アウトプット 単位 回/週

KPIの概要、測定方法
他施設の診療情報等を閲覧の上、オンラインまたは対面の相談/診療が行われた件数を、医
療従事者用UIの利用履歴より週単位で測定する。

事業成果等の計測に適する理由
当該指標は医療従事者用UIの活用度に関するデータであり、当該サービスの有用性および医
療従事者にとってのユーザビリティを反映すると考えられるため。

2022年度末 2023年度末 2024年度末

3 10 100

2022年度末のKPI② 1

達成ステータス KPI未達成

上記に関する理由 開発は完了しているが、医療機関での実利用展開に時間を要しているため。

リカバリー策 医療者向けのリビングラボを開催する等、医療機関での実利用展開を進めていく。

＜実施計画書時点の内容（転記）＞

＜実施計画書時点の内容＞



サービス実装報告⑥：「PHR/EHR情報統合による医療ヘルスケアデータ連携サービス」
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 KPI達成状況 ※実施計画書時に記載したすべてのKPIが対象

KPI③
連携基盤から収集される情報量
の満足度

種別 アウトカム 単位 ポイント

KPIの概要、測定方法
医療機関情報やアプリ、各IoT等から収集できる情報の量について、５段階評価で利用者か
らアンケートを収集し、各年度同月時点の評価を把握する。

事業成果等の計測に適する理由
当該指標は市民の主観的なサービスへの満足度が数値として反映されたデータであり、順次、
都市OS連携サービスを増やし、その結果として情報量も増え、閲覧したい情報の充実度合い
を測ることに適している。

2022年度末 2023年度末 2024年度末

2.5 3.5 4.4

2022年度末のKPI③ 4.4

達成ステータス KPI達成

上記に関する理由 ー

リカバリー策 ー

＜実施計画書時点の内容（転記）＞

＜実施計画書時点の内容＞



サービス実装報告⑦：「PHR/EHR統合情報を活用した遠隔医療サービス」
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 KPI達成状況 ※実施計画書時に記載したすべてのKPIが対象

KPI① サービス提供企業数 種別 アウトプット 単位 企業数

KPIの概要、測定方法
ヘルスケア領域における健康医療サービス提供企業数の増加により測定する。

事業成果等の計測に適する理由
当該サービスを提供する企業の増加は、都市OS接続による情報連携、市民への付加価値の
増加につながると考えられるため、成果計測に適している。

2022年度末 2023年度末 2024年度末

2 5 10

2022年度末のKPI① 5

達成ステータス KPI達成

上記に関する理由 ー

リカバリー策 ー

＜実施計画書時点の内容（転記）＞

＜実施計画書時点の内容＞
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 KPI達成状況 ※実施計画書時に記載したすべてのKPIが対象

KPI②
オンライン相談/診療サービスの
満足度

種別 アウトカム 単位 ポイント

KPIの概要、測定方法
サービス提供者がライフログデータや診療情報を参照できる状態でのオンライン相談/診療を利
用した市民より５段階評価でアンケートを収集し、各年度同月時点の評価を把握する。

事業成果等の計測に適する理由
当該指標は連携された各種データが利用され、オンライン相談/診療のクオリティが高まった結果
として、市民の主観的評価が数値として反映されたデータであり、サービスの充実度合いを測る
ことに適している。

2022年度末 2023年度末 2024年度末

3.0 3.5 4.0

2022年度末のKPI② 4.1

達成ステータス KPI達成

上記に関する理由 ー

リカバリー策 ー

＜実施計画書時点の内容（転記）＞

＜実施計画書時点の内容＞
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 KPI達成状況 ※実施計画書時に記載したすべてのKPIが対象

KPI③ 遠隔医療サービス利用者数 種別 アウトプット 単位 人

KPIの概要、測定方法
高血圧管理等の遠隔医療サービスを有料で利用する市民の数を、サービス提供企業の利用
者データより測定する。

事業成果等の計測に適する理由
当該指標は、市民が自己の健康を管理する意識を持った上で取組へ参画している事、および
当該サービスに対する市民の受容を示す指標であり、当該サービスの充実度を測ることに適して
いる。

2022年度末 2023年度末 2024年度末

20 200 2000

2022年度末のKPI③ 1

達成ステータス KPI未達成

上記に関する理由
まずは無償でプレ利用して頂いて、必要性を感じた方に有料プランに移って頂く普及施策を取っ
たため。なお、無償でプレ利用している市民は「43」名。

リカバリー策
無償プレ利用中の市民から有料プランに移って頂く割合が増えるよう、サービスの有用性を訴求

していく。

＜実施計画書時点の内容（転記）＞

＜実施計画書時点の内容＞



サービス実装報告⑦：「PHR/EHR統合情報を活用した遠隔医療サービス」

45

 KPI達成状況 ※実施計画書時に記載したすべてのKPIが対象

KPI④ 通院患者の血圧コントロール率 種別 アウトカム 単位 ％

KPIの概要、測定方法
高血圧管理サービスと提携する医療機関を抽出し、通院患者において診察室血圧が
140/90 mmHg未満(収縮期・拡張期ともに)となっている割合を年度末単月で測定する。

事業成果等の計測に適する理由
通院患者全体で計測するため、高血圧ではない患者も含む点、医療機関の患者タイプに影
響をうける点に考慮が必要なものの、高血圧管理サービスの広がりと有効性を示す成果の計測
指標となる。

2022年度末 2023年度末 2024年度末

65 75 85

2022年度末のKPI④ 54

達成ステータス KPI未達成

上記に関する理由
3月末時点は、まだデジタルサービス利用者数が少なく、血圧コントロール率への影響が乏しい
可能性がある。

リカバリー策 地元病院（主治医）とも連携しつつ、市民の血圧コントロールに努めていく。

＜実施計画書時点の内容（転記）＞

＜実施計画書時点の内容＞



サービス実装報告①：「行政保有情報連携による書かないデジタル行政手続きナビサービス」
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• インプット方向のデータ連携基盤との接続について（データ連携基盤→（データ）→実装サービス）

接続方法 API接続

接続しているデータ種別 世帯情報、オプトイン情報

• アウトプット方向のデータ連携基盤との接続について（実装サービス→（データ）→データ連携基盤）

接続方法 なし

接続しているデータ種別 ー

 データ連携基盤との接続状況

①令和５年３月に接続済（ゆびナビぷらす）

【補足】

ゆびナビぷらすでは、データ連携基盤に接続することでオプトイン情報 及び 行政が保有する世帯情報を取得します。

 接続する具体的なデータについて



サービス実装報告②：「地域課題解決型デジタル地域通貨サービス」
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• インプット方向のデータ連携基盤との接続について（データ連携基盤→（データ）→実装サービス）

接続方法 API接続

接続しているデータ種別 都市OSID・オプトイン情報

• アウトプット方向のデータ連携基盤との接続について（実装サービス→（データ）→データ連携基盤）

接続方法 API接続

接続しているデータ種別 地域通貨決済結果データ

 データ連携基盤との接続状況

接続状況：①令和4年10月に接続済

会津コインのアプリケーションである会津財布からデータ連携基盤に接続し、都市OSのID認証・オプトインを取得開始。

また、スマートシティサービス間で行う決済APIについて、APIカタログに登録し公開。

 接続する具体的なデータについて



サービス実装報告③：「産業観光を起点とした観光DXサービス」
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• インプット方向のデータ連携基盤との接続について（データ連携基盤→（データ）→実装サービス）

接続方法 API接続

接続しているデータ種別
オプトイン済み会津若松プラスユーザのID及び基本属性情報

（性別、生年、市区町村までの居住地）

• アウトプット方向のデータ連携基盤との接続について（実装サービス→（データ）→データ連携基盤）

接続方法 ー

接続しているデータ種別 ー

 データ連携基盤との接続状況

①令和4年10月31日に都市OSを通じた会津若松プラスからのユーザID情報の連携を実現。

②令和5年3月13日に都市OSを通じた会津若松プラスからのユーザ基本情報の連携を実現。

 接続する具体的なデータについて



サービス実装報告④：「地産地消促進のための食農需給マッチングサービス」
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• インプット方向のデータ連携基盤との接続について（データ連携基盤→（データ）→実装サービス）

接続方法 API接続

接続しているデータ種別
データ連携基盤（都市OS）上のユーザー情報データおよび

データ連携基盤上のサービス（地域通貨決済）のオプトイン情報

• アウトプット方向のデータ連携基盤との接続について（実装サービス→（データ）→データ連携基盤）

接続方法 なし

接続しているデータ種別
なし

（※ただし地域通貨決済サービスへはデータ連携基盤（都市OS）
上のユーザーIDを利用しAPI接続にて決済情報を送受信）

 データ連携基盤との接続状況

①令和4年10月に接続済

 接続する具体的なデータについて



サービス実装報告⑤：「位置情報を活用したデジタル防災サービス」
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• インプット方向のデータ連携基盤との接続について（データ連携基盤→（データ）→実装サービス）

接続方法 API接続

接続しているデータ種別
アカウント基本情報（基本４情報、準要支援者情報、家族情報を含む）、避難所情報、オプ

トイン管理情報、位置情報

• アウトプット方向のデータ連携基盤との接続について（実装サービス→（データ）→データ連携基盤）

接続方法 API接続

接続しているデータ種別 災害時安否情報

 データ連携基盤との接続状況

令和５年３月に接続済

 接続する具体的なデータについて
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• インプット方向のデータ連携基盤との接続について（データ連携基盤→（データ）→実装サービス）

接続方法 API接続

接続しているデータ種別
【ライフログデータ】身長、体重、血圧、体温、血中酸素濃度、呼吸数、血糖値、脈拍
【処方・検査結果データ】検査日時、検査名、検査値、検査単位、基準値範囲、処方日、
薬品名、与薬量、用法・用量、処方期間（HL7FHIR形式）

• アウトプット方向のデータ連携基盤との接続について（実装サービス→（データ）→データ連携基盤）

接続方法 API接続

接続しているデータ種別
【ライフログデータ】身長、体重、血圧、体温、血中酸素濃度、呼吸数、血糖値、脈拍
【処方・検査結果データ】検査日時、検査名、検査値、検査単位、基準値範囲、処方日、
薬品名、与薬量、用法・用量、処方期間（HL7FHIR形式）

 データ連携基盤との接続状況

ライフログデータ連携：令和５年３月に接続済

処方情報・検査結果連携：令和５年3月に構築完了だが、サービス開始時期を協議中

※「処方情報・検査結果連携」については、キビタン協議会との運用の整理に向け追加協議を進めており、今年度担当部会・理事会

での承認後に提供を開始する予定）

 接続する具体的なデータについて

サービス実装報告⑥：「PHR/EHR情報統合による医療ヘルスケアデータ連携サービス」

※複数のサービスから同種のデータを連携している項目があるため、KPI掲載の項目数とは一致しない
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• インプット方向のデータ連携基盤との接続について（データ連携基盤→（データ）→実装サービス）

接続方法 API接続

接続しているデータ種別
【ライフログデータ】身長、体重、血圧、体温、血中酸素濃度、呼吸数、血糖値、脈拍
【処方・検査結果データ検査日時、検査名、検査値、検査単位、基準値範囲、処方日、
薬品名、与薬量、用法・用量、処方期間（HL7FHIR形式）

• アウトプット方向のデータ連携基盤との接続について（実装サービス→（データ）→データ連携基盤）

接続方法 API接続

接続しているデータ種別 処方日、薬品名、処方期間（HL7FHIR形式）

 データ連携基盤との接続状況

- インプット方向のデータ連携
【ライフログデータ】令和５年３月に接続済

【処方・検査結果】令和５年３月に構築が完了しているが、サービス開始時期を協議中

※「処方情報・検査結果連携」については、キビタン協議会との運用の整理に向け追加協議を進めており、今年度担当部会・理事会

での承認後に提供を開始する予定）

- アウトプット方向のデータ連携 令和5年3月に接続済

 接続する具体的なデータについて

サービス実装報告⑦：「PHR/EHR統合情報を活用した遠隔医療サービス」
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地域幸福度（Well-Being）指標の活用
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Well-Being指標を活用した具体的な調査手法 成果物

 アンケート調査

• 実施期間：令和4年度2月15日～2月17日

• 対象者：483名（民間アンケートサイトの登録者）

• 実施方法：WEBアンケート（設問数 76問）

調査から得た具体的な示唆・独自の分析結果

• 本市の特長として、自然災害リスクが低く、自然が豊かで空気が綺麗

である。健康に対する意識が高い。地域とのつながりが強く、特に投票

率が高い。そして、文化・芸術に関連するKPIが比較的高い。

• また、雇用の機会や事業創造が、他市と比較し低めであることから、

スマートシティの取組みによりICT関連産業の集積や新規雇用の創

出が実現されることが期待される。

 令和４年度におけるWell-Being指標を活用した調査概要

 調査結果の今後の活用方針

• 令和４年度の調査結果等を、今後の施策立案や市民ワークショップの開催等に役立てていく。

出典：「市民の幸福感を高めるまちづくりの指標 Liveable Well-Being City Indicator (LWCI)」（2022年6月10日）（一般社団法人スマートシティ・インスティテュート専務理事 南雲岳彦）（24ページ）



今後の事業展望について
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今後、さらなる市民理解促進を図り、サービス利用者数を増やしていくほか、構築したシステムの利用対象の拡大や周

辺市町村等への横展開を図っていく。
2022年度 2023年度 2024年度

★3月新庁舎竣工

【実装】各分野との連携、運用・保守

近隣市町村への利用拡大、前橋市等との連携（基盤・接続サービス）

【実装】各分野における行政情報を活用したサービスとの連携、運用・保守

データ連携基盤

セキュアDB

都
市O

S

追加・改修 追加・改修

共通領域基盤

付加領域基盤

決
済

【実装】市民による申請開始（対象手続きの順次拡大→2025年には基本的に全ての手続きに拡大）

共通領域基盤
行
政

行政窓口予約・管理システム導入 【実装】市民による予約利用開始（対象部局の順次拡大）

地域通貨基
盤導入事業

参画銀行勘定系
システム改修完了

【実装】学校費用デジタル化事業（対象費目を順次拡大）

【実装】地域商店買いまわり事業、プレミアム商品券デジタル化事業

【実装】ボランティアポイントデジタル化事業（つなポン）

【実装】観光分野利用

【実装】地域通貨のオンデマンド
精算開始

デジタルプラット
フォーム

観
光

事業推進
視察・出張パッケー
ジツアー実証

視察・出張パッケージツアー＋企業研修サービス提供

教育旅行パッケージ検討 教育旅行パッケージツアー提供

【実装】観光PF・アプリ提供
コミュニティ機能追加 教育旅行支援サービス(機能)追加

サービス連携(決済・移動・防災)

他領域連携

食
・
農
業

需給マッチング
プラットフォーム

需給マッチングPF開
発

需給マッチングPF機能拡張 【横展開】他自治体へ展開

【実装】デジタル地域通貨による地域内通貨流通機能

防
災

デジタル防災/
ケアエール

【実装】薬配送(物資配送)連携

【実装】避難所オンライン診療連携

★７月事業開始 ★10月末TYPE3先行実装

追加・改修（連携・ID管理・
KYC・オプトイン機能）

追加・改修

情報PUSH型のデジタル
行政手続きサービス構築

【実装】小売・サービス分野利用（ヨークベニマル→順次拡大）

地域通貨基盤高度化

視察・出張パッケージツアー提供

【実装】都市OSとデータ連携基盤に対応した市民ID連携機能

【実装】要支援者避難状況・安否状況確認機能、要支援者安否回答機能

【実装】会津若松市地方公設卸売市場へ導入

【実装】食農PFでのBtoB決済事業

【実装】行政分野での利用

【実装】オンライン診療決済事業 【実装】エネルギー分野利用

【実装】要支援者DB連携機能、要支援者個別退避計画作成機能

医療・ヘルスケア
データ連携事業

ヘ
ル
ス
ケ
ア

【横展開】他の都市OS展開地域へ実装

他サービスとの連携による相乗効果拡大

プロモーション・サービサーへの課金開始

アカウント数拡大(マネタイズ安定)

遠隔医療サービス
の実現

【横展開】他疾患、機能の拡大
実績拡大によるマネタイズ安定
相談内容、提供情報の充実

設計
【実装】データ取得機能

【実装】医療従事者UI 【実装】患者UI

設計
【実装】オンライン
診療/モニタリング

【実装】オンライン
服薬指導/

【実装】地域通貨決済との連携

★３月末TYPE3完全実装
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